
（単位：百万円）

その他有価証券評価差額金

純資産の部合計

資産の部合計 905,285 負債及び純資産の部合計

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

327,342

16,443

480

特 別 法 上 の 引 当 金

負債の部合計

資 本 金

外 国 為 替

12,710

貸 出 金

71,456

そ の 他 資 産

25,485

△ 1,628

7,625

2

△ 7,140

881,429

25,000

27

72,911

買 入 金 銭 債 権 そ の 他 負 債 14,142

有 価 証 券 395,470 賞 与 引 当 金

827,256

40,000

（資産の部） （負債の部）

現 金 預 け 金 808 預 金

コールローン及び買入手形 借 用 金

科 目 金 額 科 目 金 額

△ 1,628

23,856

評 価 ・ 換 算差額等 合計

905,285

中間連結貸借対照表（平成21年9月30日現在）

第　3　期　　中  間  決　算　公　告

東京都港区六本木一丁目6番 1号
住 信 SBI ネ ッ ト 銀 行 株 式 会 社
代表取締役社長CEO 田中　嘉一

平成21年12月18日

有 形 固 定 資 産 （純資産の部）

無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

7,871

△ 210 資 本 剰 余 金



（単位：百万円）

（ ）

（ ）

（ ）

2,037

科 目 金 額

経 常 収 益 9,758

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

13そ の 他 経 常 収 益

平成21年4月 1日から
平成21年9月30日まで

中間連結損益計算書

2,622

1,154

3,129

1,693

経 常 費 用

（ う ち 預 金 利 息 ）

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

（うち有価証券利息配当金）

資 金 調 達 費 用

5,196

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

1,141

営 業 経 費

役 務 取 引 等 費 用

2,028

5,968

1,285中 間 純 利 益

3

89そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益 1,293

8,464

法 人 税 等 合 計 3

特 別 損 失 4

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 1,289



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

中間連結財務諸表の作成方針
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結される子会社及び子法人等　　1社

住信SBIネット銀カード株式会社
なお、同社は設立により当中間連結会計期間から連結しております。

（2）非連結の子会社及び子法人等
該当ありません。  

2. 持分法の適用に関する事項
該当ありません。

3. 連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項

会計処理基準に関する事項
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

2. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

3. 減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

4. 貸倒引当金の計上基準

5. 賞与引当金の計上基準

6. 特別法上の引当金の計上基準

7. 外貨建資産及び負債の換算基準

8. リース取引の処理方法

9. 消費税等の会計処理

注記事項
（中間連結貸借対照表関係）
1.

2.

3.

4.
5.

（中間連結損益計算書関係）
1.
2.
3.
「特別損失」は、固定資産処分損3百万円、金融商品取引責任準備金繰入額1百万円であります。

為替決済等の取引の担保等として、有価証券204,917百万円を差し入れております。
また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は6,436百万円、保証金は223百万円であります。

1株当たり中間純利益金額  1,624円43銭

当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件
について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は
141,012百万円であります。このうち任意の時期に無条件で取消可能なものが140,482百万円あります。
有形固定資産の減価償却累計額　936百万円
1株当たりの純資産額  23,778円00銭

「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額72百万円、株式交付費17百万円を含んでおります。

連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。
9月末日　　1社

有価証券の評価は、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主と
して移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による償却原価法により行っております。なお、その他有価証
券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

当社の外貨建資産・負債は、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

当社の有形固定資産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物　　3年～15年
その他　　3年～20年　

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当社で定める利用可能期間（主
として5年）に基づいて償却しております。

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期間に帰属する額
を計上しております。

当社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別
委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、将来発生が見込ま
れる損失率を合理的に見積もり、予想損失額に相当する額を引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権
額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻
先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し
た残額を引き当てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果によ
り上記の引当を行っております。

特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金であり、受託等をした市場デリバティブ取引に関して生じた事故による損失の補填に
充てるため、金融商品取引法第48条の3第1項及び金融商品取引業等に関する内閣府令第189条の規定に定めるところにより算出した
額を計上しております。

また、当該債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

なお、延滞債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の
見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政
令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金及び債務者の経営再建
又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

当社の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年4月1日前に開始する連結会計年度に属するもの
については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

当社並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、当社
の固定資産に係る控除対象外消費税等はその他資産に計上し、5年間で均等償却を行っております。

貸出金のうち、延滞債権額は48百万円であります。



（有価証券関係）

1.

債券
国債
地方債
短期社債
社債

その他
外国債券
その他

合計
（注）

2.

その他有価証券
非上場社債

（自己資本比率関係）
銀行法施行規則第17条の5第1項第3号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準）は、9.24％であります。

中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

1,416

時価評価されていない有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成21年9月30日現在）
内容 金額（百万円）

69,693 69,667 △ 26
465,350 463,721 △ 1,628

181,343 178,953 △ 2,390
111,649 109,285 △ 2,364

56,478 56,480 2
31,143 31,132 △ 11

93,517 94,074 557
102,867 103,081 213

（百万円） （百万円） （百万円）
284,006 284,767 761

中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の貸付債権信託受益権等が含まれております。
その他有価証券で時価のあるもの（平成21年9月30日現在）

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 評価差額



（単位：百万円）

△ 1,628

23,857

905,385905,385

その他有価証券評価差額金

純資産の部合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

貸 倒 引 当 金 （純資産の部）

7,871

△ 210

有 形 固 定 資 産 負債の部合計

無 形 固 定 資 産

中間貸借対照表（平成21年9月30日現在）

第　3　期　　中  間  決　算　公　告

東京都港区六本木一丁目6番 1号
住 信 SBI ネ ッ ト 銀 行 株 式 会 社
代表取締役社長CEO 田中　嘉一

平成21年12月18日

△ 7,139

そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 7,139

評 価 ・ 換 算差額等 合計

△ 1,628

利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

△ 7,139

25,486

科 目 金 額 科 目 金 額

827,356

40,000

（資産の部） （負債の部）

現 金 預 け 金 808 預 金

コ ー ル ロ ー ン 借 用 金

48

72,911

買 入 金 銭 債 権

未 払 法 人 税 等

そ の 他 負 債 14,141

有 価 証 券 395,570

7,625

7,625

14,092

881,527

25,000

27

2

外 国 為 替

12,711

貸 出 金

71,456

そ の 他 資 産

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

327,342

16,443

480

そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金

特 別 法 上 の 引 当 金



（単位：百万円）

（ ）

（ ）

（ ）

 中間損益計算書

特 別 損 失 4

税 引 前 中 間 純 利 益 1,290

8,463

役 務 取 引 等 費 用 1,141

営 業 経 費 5,194

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

（ う ち 預 金 利 息 ）

資 金 調 達 費 用

1,287中 間 純 利 益

3

89そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益 1,295

法 人 税 等 合 計 3

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

2,028

1,154

平成21年4月 1日から
平成21年9月30日まで

2,622

2,037

3,129

1,693

科 目 金 額

13

9,758

資 金 運 用 収 益 5,968

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

（うち有価証券利息配当金）

経 常 収 益

役 務 取 引 等 収 益



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

2. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

3. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

4. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

（2）賞与引当金

（3）金融商品取引責任準備金

5. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

6. リース取引の処理方法

7. 消費税等の会計処理

注記事項
（中間貸借対照表関係）
1.
2.

3. 為替決済等の取引の担保等として、有価証券204,917百万円を差し入れております。

4.

5.
6.
7.

（中間損益計算書関係）
1.
2.
3.

（有価証券関係）

1.

債券
国債
地方債
短期社債
社債

その他
外国債券
その他

合計
（注）中間貸借対照表計上額は、当中間期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

69,693 69,667 △ 26
465,350 463,721 △ 1,628

181,343 178,953 △ 2,390
111,649 109,285 △ 2,364

56,478 56,480 2
31,143 31,132 △ 11

93,517 94,074 557
102,867 103,081 213

（百万円） （百万円） （百万円）
284,006 284,767 761

中間貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の貸付債権信託受益権等が含まれております。
その他有価証券で時価のあるもの（平成21年9月30日現在）

取得原価 中間貸借対照表計上額 評価差額

1株当たり中間純利益金額  1,626円53銭

当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件
について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は
141,012百万円であります。このうち任意の時期に無条件で取消可能なものが140,482百万円あります。
有形固定資産の減価償却累計額　936百万円
特別法上の引当金として金融商品取引責任準備金2百万円を計上しております。
1株当たりの純資産額  23,779円65銭

外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。

「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額72百万円、株式交付費17百万円を含んでおります。
「特別損失」は、固定資産処分損3百万円、金融商品取引責任準備金繰入額1百万円であります。

また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は6,436百万円、保証金は223百万円であります。

関係会社の株式総額　100百万円
貸出金のうち、延滞債権額は48百万円であります。
なお、延滞債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の
見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政
令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金及び債務者の経営再建
又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。
また、当該債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年4月1日前に開始する事業年度に属するものについて
は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等はその他資産に計上
し、5年間で均等償却を行っております。

有価証券の評価は、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあ
るものについては中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについて
は移動平均法による償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理
しております。

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

有形固定資産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物　　3年～15年

金融商品取引責任準備金は、受託等をした市場デリバティブ取引に関して生じた事故による損失の補填に充てるため、金融商品
取引法第48条の3第1項及び金融商品取引業等に関する内閣府令第189条の規定に定めるところにより算出した額を計上しており
ます。

その他　　3年～20年　

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5
年）に基づいて償却しております。

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査
特別委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、将来発生
が見込まれる損失率を合理的に見積もり、予想損失額に相当する額を引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権につ
いては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当て
ております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回
収可能見込額を控除した残額を引き当てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果
により上記の引当を行っております。

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に帰属する額を計上
しております。



2.

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式
子会社・子法人等株式

その他有価証券
非上場社債

（税効果会計関係）

繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 百万円
その他有価証券評価差額金
貸倒引当金損金算入限度超過額
その他

繰延税金資産小計
評価性引当額
繰延税金資産合計

（自己資本比率関係）
銀行法施行規則第19条の2第1項第3号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国内基準）は、9.23％であります。

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、以下のとおりであります。

4,533
△ 4,533

－

3,706
662
85
78

時価評価されていない有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額（平成21年9月30日現在）
内容 金額（百万円）

100

1,416


